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令和８年８月１９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

令和７年（ワ）第７０２０３号 職務発明対価相当請求事件 

口頭弁論終結日 令和８年５月１４日 

判       決 

   5 

原 告     Ａ 

   

被 告     株式会社埼玉村田製作所 

 

同訴訟代理人弁護士     森   本       純 10 

     安   井   祐 一 郎 

主       文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 15 

第１ 請求 

被告は、原告に対し、６００万円及びこれに対する令和７年７月１０日から

支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要等 

１ 事案の概要 20 

本件は、被告の元従業員である原告が、被告に対し、別紙特許目録記載１な

いし６の特許（以下「甲１４特許」などといい、「本件各特許」と総称する。）

に係る発明並びに別紙特許出願目録記載１及び２の特許出願に係る発明（以下、

請求項の数にかかわらず、「甲２８発明」などという。）は原告の職務発明であ

ると主張して、被告の勤務規則に基づく実績報奨金（以下「被告実績報奨金」25 

という。）又は特許法３５条３項及び５項（平成２０年４月１８日法律第１６
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号による改正前のもの。以下、同じ。）に基づく相当の対価（以下、単に「相

当の対価」という。）の一部として合計６００万円及びこれに対する遅延損害

金の支払を求める事案である。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨により容

易に認められる事実。以下、枝番号のある証拠について枝番号を記載しない場5 

合は、全ての枝番号を含む。） 

⑴ 当事者 

ア 原告は、平成３年１月１６日から平成２１年３月３１日まで被告で勤務

していた者である。 

イ 被告は、電気機械器具の製造及び販売等を目的とする株式会社である。10 

平成２８年５月１日に株式交換が行われ、同日以降は株式会社村田製作所

（以下「村田製作所」という。）の完全子会社となった。 

⑵ 原告の発明及び特許を受ける権利の承継 

ア 原告は、被告在籍中、本件各特許に係る発明（以下、請求項の数にかか

わらず、「甲１４特許発明」などといい、「本件各特許発明」と総称する。）15 

を完成した。本件各特許発明は、いずれも、被告の業務範囲に属し、かつ、

発明をするに至った行為が被告における原告の職務に属するものであって、

職務発明に当たる。 

イ 被告は、別紙特許目録記載１ないし６の各出願日までの間に、本件各特

許発明に係る特許を受ける権利を承継した。 20 

⑶ 被告の特許出願等 

ア 被告は、別紙特許目録記載１ないし６のとおり、平成２４年３月３０日

から平成２５年１１月２９日にかけて、本件各特許について、特許権（以

下「本件各特許権」と総称する。）を取得した。（甲１４、１５、１８、２

０、２２、２４） 25 

イ 被告は、別紙特許出願目録記載１及び２のとおり、平成１９年１０月１
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２日及び平成２０年４月１８日、原告を発明者とする特許出願をしたが

（以下「甲２８出願」などという。）、甲２８出願は拒絶査定により、甲２

９出願は審査請求が行われず取り下げたものとみなされたことにより、い

ずれも、特許権の設定の登録に至らなかった。（甲２８、２９） 

⑷  特許請求の範囲の記載及び構成要件の分説 5 

ア 本件各特許の特許請求の範囲の記載における請求項の数は、甲１４特許

は３、甲１６特許は１、甲１８特許は７、甲２０特許は４、甲２２特許は

２、甲２４特許は６である。また、甲２８出願及び甲２９出願の特許請求

の範囲の記載における請求項の数は５及び４である。 

イ 発明の実施に争いがある甲２４特許の特許請求の範囲の記載は別紙特許10 

請求の範囲記載のとおりであり、これを構成要件に分説すると、次のとお

りである（以下、分説に従い、「構成要件１Ａ」などという。また、甲２

４特許に係る明細書及び図面を「本件明細書」という。）。 

(ｱ) 請求項１ 

１Ａ 鉄系金属磁性体粉末と樹脂とを混練した、該鉄系磁性体粉末の含15 

有率が６０ｖｏｌ％以上の磁性体モールド樹脂を用い、 

１Ｂ 巻線からなるコイルを該磁性体モールド樹脂でプラスチック成形

法を用いて封止して成形体とし、 

１Ｃ  該成形体の表面に該コイルの端部を露出させ、 

１Ｄ  該鉄系金属磁性体粉末よりもイオン化傾向が小さい金属イオンを20 

含むめっき浴を用いて置換めっき処理を行って該成形体の表面の一部

に第１のめっき電極層を形成し、 

１Ｅ  該成形体から露出した該コイルの端部と該第１のめっき電極層の

両方と電気的に接続する第２のめっき電極層を電気めっき処理を行っ

て形成する 25 

１Ｆ ことを特徴とするモールドコイルの製造方法。 
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  (ｲ) 請求項２ 

     ２Ａ 前記置換めっき処理において、 

２Ｂ あらかじめ前記成形体の表面の所定の位置に保護層を形成し、 

２Ｃ 該保護層の形成されている部分以外の該成形体の表面に前記第１

のめっき電極層を形成する 5 

２Ｄ ことを特徴とする請求項１に記載のモールドコイルの製造方法。 

  (ｳ) 請求項３ 

３Ａ 前記電気めっき処理において、 

３Ｂ 強酸性ではないめっき浴を用いて前記第２のめっき電極層を形成

する 10 

３Ｃ ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載のモールドコイ

ルの製造方法。 

  (ｴ) 請求項４ 

４Ａ 前記置換めっき処理の後に、 

４Ｂ 中性もしくはアルカリ性のめっき浴を用いた無電解めっき処理に15 

よって第３のめっき電極層を形成し、 

４Ｃ その後前記電気めっき処理をする 

４Ｄ ことを特徴とする請求項１乃至請求項３に記載のモールドコイル

の製造方法。 

(ｵ) 請求項５ 20 

  ５Ａ 前記第１のめっき電極層がＣｕもしくはＮｉを含む 

５Ｂ ことを特徴とする請求項１乃至請求項４に記載のモールドコイル

の製造方法。 

(ｶ) 請求項６ 

  ６Ａ 請求項１乃至請求項５に記載のモールドコイルの製造方法を用い25 

て製造された 
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６Ｂ ことを特徴とするモールドコイル。 

⑸ 被告の勤務規則の定め 

  本件各特許発明に適用される被告の勤務規則である発明考案取扱規程（甲

９。以下「本件規程」という。）及び実績報償算定基準（甲２７、乙１０。

以下「算定基準」という。）には次の内容の定めがある。 5 

ア 本件規程 

    ●省略● 

イ 算定基準 

    ●省略● 

⑹ 村田製作所に対する本件各特許権の譲渡 10 

  被告は、平成２９年１月１日頃、村田製作所に対し、本件各特許権を含む

合計●省略●の知的財産権（特許権及び特許を受ける権利、意匠権及び意匠

登録を受ける権利並びに商標権（出願中であったものを含む。））を一括譲渡

（以下「本件一括譲渡」という。）した。 

⑺ 被告又は村田製作所による製品の販売 15 

被告又は村田製作所は、モールド成形体を販売しており、平成２０年１０

月２４日（本件各特許の最初の出願日）以降、①ＤＦＥシリーズ、②ＤＦＥ

ＧＨシリーズ、③ＦＤＳＤシリーズ、④ＤＦＥＳシリーズ、⑤ＤＦＥＣＣＮ

シリーズ及びＤＦＥ２ＭＣＰＨシリーズ、⑥ＦＣＵＬシリーズ（以下「被告

製品①」などといい、「被告各製品」と総称する。）を上市した。 20 

⑻ 被告製品④⑤におけるモールドコイルの製造方法 

    被告製品④⑤におけるモールドコイル（コイルを磁性体粉末と樹脂を混合

した磁性体モールド樹脂で封止したもの）の製造方法は、別紙被告方法説明

書記載１及び２のとおりである。 

⑼ めっき処理について 25 

一般に、「めっき」は、対象物表面に金属皮膜を形成することをいう。 
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金属イオンを含む水溶液中に対象物を浸漬（めっき浴）させる方法による

めっき処理のうち、「電解めっき（電気めっき）」は、水溶液に電気を流して

電気化学的に対象物表面に金属を析出させる方法であるのに対し、「無電解

めっき」は、水溶液に電気を流さない方法であり、このうち、「置換めっき」

は、対象金属よりイオン化傾向が小さい金属イオンを含む水溶液に対象金属5 

を浸漬することで、対象金属が溶出してイオン化するときに放出する電子を

溶液中の金属イオンが受け取って対象金属の表面に金属皮膜を形成する方法

である。（乙８） 

３ 争点 

⑴ 本件各特許発明に係る被告実績報奨金又は相当の対価について 10 

ア 甲２４発明の実施の有無（争点１） 

イ 本件一括譲渡における本件各特許権の譲渡対価（争点２） 

ウ 本件各特許発明に係る被告実績報奨金又は相当の対価の請求権の有無及

びその額（争点３） 

⑵ 甲２０特許発明、甲２２特許発明、甲２８発明及び甲２９発明のアイデア15 

（以下「本件アイデア」という。）に係る被告実績報奨金又は相当の対価の

請求権の有無及びその額（争点４） 

４ 争点に関する当事者の主張 

⑴ 争点１（甲２４特許発明の実施の有無）について 

（原告の主張） 20 

   ア 被告又は村田製作所が販売するモールド成形体の製品のモールドコイル

及びその製造方法は、甲２４特許発明の技術的範囲に属するものである

から、被告又は村田製作所は、甲２４特許発明を実施している。 

イ 被告は、構成要件１Ｄ等の充足性を争うが、電解めっきは、電解めっき

槽に入れて通電をしてもすぐには進行せず、銅めっき液に浸漬された製品25 

の磁性体金属粉末とプラスチック等の絶縁体との界面や磁性体金属粉末の
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表面が置換めっきされることにより、めっき電極層の形成が進行してから

本格的に始まるから、電解めっきの前に３０秒程度漬けている間に置換め

っきによる電極層が形成されており、上記構成要件を充足する。 

被告の試験（乙９）では、銅めっき液に浸漬したにもかかわらず、銅の

存在が確認できなかったとされているが、イオン化傾向が低いめっき液5 

に入れて何ら化学反応がなく、浸漬前より銅が少ないということはあり

得ないから、データの捏造、改ざん等が疑われる。 

（被告の主張） 

 ア 被告各製品のモールドコイル及びその製造方法が、甲２４特許発明の技

術的範囲に属することは否認する。 10 

イ 甲２４特許の特許請求の範囲及び本件明細書において、置換めっきは電

気めっきとは異なるめっき処理方法として明確に区別して記載されており、

出願時の技術常識からも、置換めっきは無電解めっきの一つであり、電気

めっきとは異なるめっき処理方法であると理解されるから、電解めっきが

始まる前のごく短時間のうちにめっきが生じる可能性があるとしても、15 

「置換めっき処理」（構成要件１Ｄ）に当たらない。 

被告製品④及び⑤のモールドコイルの製造方法は、「置換めっき処理」

を行うものではない。また、本件明細書記載の置換めっき工程における

めっき液（硫酸銅と硫酸からなる溶液）を使用しておらず、電解めっき

が始まる前のごく短時間のうちに成形体の表面に十分な導電性は付与さ20 

れないから、「置換めっき処理を行って…第１のめっき電極層」（構成要

件１Ｄ）を形成するものではない。このことは、被告の試験結果（乙９）

によっても裏付けられている。そうすると、被告製品④及び⑤のモール

ドコイルの製造方法は、少なくとも構成要件１Ｄ及びこれを引用する同

２Ｄ、３Ｃ、４Ｄ、５Ｂ及び６Ａを充足しない。 25 

 被告製品①、②、③及び⑥のモールドコイルの製造方法は、めっき電
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極層を形成するものではないから、甲２４特許発明を実施してないこと

が明らかである。 

⑵ 争点２（本件一括譲渡における本件各特許権の譲渡対価）について 

（原告の主張） 

前記⑴（原告の主張）のとおり、甲２４特許発明が実施されていること、5 

被告の有価証券報告書（甲１１）に本件各特許に関するＤＦＥＣシリーズと

ＬＦ受信アンテナコイル以外は売上げの上昇が見込めない旨記載されている

ことなどからすると、本件一括譲渡における本件各特許権の譲渡対価は、特

許権１件につき●省略●を下らない。 

このことは、被告又は村田製作所が本件各特許の手続費用を負担して移転10 

登録手続がされ、その後も特許料を納付して本件各特許権を維持しているこ

とによっても裏付けられている。 

（被告の主張） 

本件一括譲渡に先立って行われた第三者評価機関による評価において本件

各特許権は評価の対象とされておらず、本件一括譲渡における本件各特許権15 

の譲渡対価はゼロである。 

 このことは、被告又は村田製作所その他のグループ会社が、本件各特許発

明を実施しておらず、今後実施する予定もないことからもいえる。 

⑶ 争点３（本件各特許発明に係る被告実績報奨金又は相当の対価の請求権の

有無及びその額）について 20 

（原告の主張） 

ア 本件一括譲渡による本件各特許権の譲渡は本件規程１０．１の支給事由

に該当する。 

本件各特許発明の実施状況や被告又は村田製作所の事業における本件各

特許に係る技術を用いた商品群の比重からすれば、本件各特許発明に係25 

る被告実績報奨金は、譲渡対価の少なくとも●省略●として算定するの
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が相当であり、その額は合計６００万円（特許権１件につき１００万円）

を下らない。 

イ 被告の勤務規則に「対価についての定めがない」（特許法３５条５項）

と解されるとしても、本件各特許発明に係る相当の対価の額は上記と同額

の合計６００万円とすべきである。 5 

ウ 原告は、被告に対し、このうち３００万円（特許権１件につき各５０万

円）の支払を求める。 

（被告の主張） 

   ア 本件規程１０．１の「第三者に譲渡」に、グループ会社間の譲渡は含ま

れないから、本件一括譲渡における本件各特許権の譲渡は、本件規程１10 

０．１の支給事由に該当しない。 

イ 前記⑴及び⑵（被告の主張）によれば、被告は、「その発明により使用

者等が受けるべき利益」（特許法３５条５項）を得ていないから、原告は、

被告に対する相当の対価の請求権は有しない。 

⑷ 争点４（本件アイデアに係る被告実績報奨金又は相当の対価の請求権の有15 

無及びその額）について 

（原告の主張） 

ア 被告又は村田製作所は、被告製品①における特許第４７１４７７９号の

特許に係る発明（以下「甲３７特許発明」という。）の実施に際し、甲２

０特許発明、甲２２特許発明、甲２８発明及び甲２９発明のアイデア（本20 

件アイデア）を使用した。本件アイデアは、具体的には、①長円柱状、楕

円柱状及び略多角形柱状の巻き芯を使用すること（甲２０特許発明）、②

コイル両端部に折曲部を形成しその弾性によって巻き線コイル端部をモー

ルドコイルの側面等に露出すること（甲２２特許発明）、③ＤＦＥシリー

ズの基礎となるプラスチック成型ができる高磁性体充填率の材料（甲２８25 

発明）、④ＤＦＥシリーズの基本構造、製法である、磁性体体積比６５〜
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８０ｖｏｌ％のプラスチック成型材料を使用し、外々巻きの自己融着巻き

線を用い、プラスチック圧縮成形法小型のコイルを作ること（甲２９発明）

である。 

 本件規程は発明考案を対象とするものであり（本件規程１．１及び８．

１）、発明考案には概念やアイデアが含まれるから、本件アイデアの使用5 

は、本件規程８．１の支給事由に該当し、本件アイデアに係る被告実績報

奨金は合計３００万円（発明１件につき７５万円）を下らない。 

イ 被告の勤務規則に「対価についての定めがない」（特許法３５条５項）

と解されるとしても、本件アイデアに係る相当の対価の額は上記と同額の

３００万円とすべきである。 10 

（被告の主張） 

 ア 本件規程は、発明を対象とするものであり、アイデアの使用は実績報奨

金の支給事由に当たらない。 

イ 特許法３５条３項は職務発明を対象とするものであるから、使用者等に

よるアイデアの使用により相当の対価の請求権は発生しない。 15 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点１（甲２４特許発明の実施の有無）について 

⑴ 本件明細書の記載 

ア 本件明細書には、次の記載がある（図面は別紙図面目録のとおり）と認

められる。 20 

(ｱ) 技術分野 

【０００１】本発明はモールドコイルの製造方法に関する。特に小型

のモールドコイルの巻線の端部と外部電極との接合信頼性を向上させる

技術に関する。 

(ｲ) 発明が解決しようとする課題 25 

  【０００４】近年における電子機器の小型化や高機能化の技術革新
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は著しく、それに伴い、モールドコイルのような電子部品もまた小型化

や高性能化、さらには低価格化などの要求が高まっている。しかしなが

ら、金属フレームの使用は小型化や低背化の妨げになり、さらにコスト

の上昇を招く。そして、小型で高いインダクタンスを有するモールドコ

イルを得ようとするならば、所定のターン数を得るために細い線材を用5 

いてコイルを作成する必要がある。また、小型化するにつれて外部電極

も小さくせざるを得ない。そのため、小型化するにつれて巻線の端部と

金属フレームの接合できる面積は減少する。巻線の端部と金属フレーム

の接合できる面積が減少してしまうと、巻線の端部と金属フレームの接

合作業が困難になり、接触不良や接触抵抗の増加を招く。従って、小型10 

のモールドコイルの製造において金属フレームの使用は、巻線の端部と

金属フレームの間の接合信頼性の低下やコストの上昇を招く原因となっ

ていた。 

【０００５】そこで、金属フレームを用いずにめっき処理によって外

部電極を形成する方法が特許文献２（判決注：特許３５８２４７７）な15 

どに提案されている。一般的なめっき処理によるモールドコイルの外部

電極の形成は、磁性体モールド樹脂で空芯コイル（内部導体）を埋設し

た成形体の表面にＰｄ（パラジウム）による触媒化処理を行った後、無

電解めっき処理を行う。磁性体モールド樹脂には鉄粉などの触媒活性を

有する磁性体粉末が含まれているものもあるが、樹脂のような不導体と20 

混練されているためその効果は顕在化し難い。そのため、成形体の表面

に触媒化処理を行わずにめっき処理をしても成膜効率が悪い。成膜効率

が悪いとピンホール（無めっき部）が生じやすく、さらには錆が生じる

などの問題を引き起こすこともあるので、一般的に触媒化処理が行われ

る。 25 

【０００６】その後、成形体表面の無電解めっき層の不要な部分を高
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濃度の酸によるエッチングまたは機械的剥離によって除去する。そして、

無電解めっき層上に数種類の電気めっき処理で電気めっき層を形成して

外部電極を形成する。電気めっき処理を行うことによって密着性が良好

なめっき層を形成できる。電気めっき処理は成形体の表面に導電性がな

いとめっき層を形成することができない。そのため、樹脂成形体などの5 

表面に予め無電解めっき処理によってめっき層を形成しておく必要があ

る。 

【０００７】しかしながら、この方法では無電解めっき処理によって

形成されためっき層の不要な部分を除去するために高濃度の酸によるエ

ッチングや機械的剥離を行い、それらは成形体へ大きなダメージを与え10 

ることもあった。特に、磁性体モールド樹脂の磁性体粉末に鉄系金属磁

性体粉末を用いた場合、ｐＨが４以下の強酸性のエッチング液でエッチ

ングを行うとエッチング液中に鉄系金属磁性体粉末が溶け出してしまい、

成形体に深刻なダメージを与えてしまうという問題が生じてしまう。 

【０００８】そこで、本発明は小型且つ生産性に優れ、巻線の端部と15 

外部電極との接合信頼性が高いモールドコイルの製造方法の提供を目的

とする。 

(ｳ) 課題を解決するための手段 

【０００９】上記の問題を解決するために、本発明のモールドコイル

の製造方法は、鉄系金属磁性体粉末と樹脂とを混練した該鉄系磁性体粉20 

末の含有率が６０ｖｏｌ％以上の磁性体モールド樹脂を用いる。巻線か

らなるコイルを磁性体モールド樹脂でプラスチック成形法を用いて封止

して成形体とし、成形体の表面にコイルの端部を露出させる。鉄系金属

磁性体粉末よりもイオン化傾向が小さい金属イオンを含むめっき浴を用

いて置換めっき処理を行って成形体の表面の一部に第１のめっき電極層25 

を形成する。さらに、成形体から露出したコイルの端部と第１のめっき
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電極層の両方と電気的に接続する第２のめっき電極層を電気めっき処理

を行って形成することを特徴とする。 

(ｴ) 発明の効果 

【００１０】本発明のモールドコイルの製造方法は、鉄系金属磁性体

粉末と樹脂とを混練した磁性体モールド樹脂で巻線からなるコイルをプ5 

ラスチック成形法を用いて封止し、成形体とする。成形体の表面に巻線

の端部を露出させた後、外部電極を形成する部分以外の成形体の表面に

樹脂からなる保護層を形成する。鉄系金属磁性体粉末よりもイオン化傾

向が小さい金属イオンを含むめっき浴を用いて置換めっき処理を行う。

置換めっき処理によって、成形体の表面に露出した鉄系金属磁性体粉末10 

はめっき浴中の金属イオンと置換反応し、成形体の表面の外部電極を形

成する部分に置換めっき層が形成される。置換めっき層は、成形体の外

部電極を形成する表面に導電性を付与する。その後、無電解めっき処理

やアルカリ電気めっき処理を行えば、成形体の表面の外部電極を形成す

る部分にのみ良好な外部めっき電極が形成される。そのため、高濃度の15 

酸によるエッチングや機械的剥離によるめっき層の除去を行う必要がな

く、成形体にダメージを与えない。また、金属フレームを用いないため、

巻線の端部と外部電極との接合信頼性が高く、生産性に優れたモールド

コイルを得られる。 

【００１１】磁性体モールド樹脂中の鉄系金属磁性体粉末の充填率を20 

６０Ｖｏｌ％以上にすると、成形体の表面には鉄系金属磁性体粉末がリ

ッチに露出している状態となる。この状態で置換めっき処理を行えば成

形体の表面は十分な導電性が付与され、無電解めっき処理を行わずとも

電気めっき処理を行って、良好な電気めっき層が得られる。 

(ｵ) 発明を実施するための形態 25 

     ａ 第１の実施例 
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【００１５】（モールド成形工程Ｓ１０１）圧縮成形法を用いて空

芯コイルを磁性体モールド樹脂で封止し、磁性体モールド樹脂を硬化

させて成形体を得る。… 

【００１６】（サンドブラスト工程Ｓ１０２）成形体を成形金型か

ら取り出して、サンドブラストを行ってバリ取りをし、成形体の表面5 

に空芯コイルの端部を露出させる。本実施例では、図３に示すように

成形体２の両側面に空芯コイルの端部１ｂを露出させた。 

【００１７】（樹脂印刷、硬化工程Ｓ１０３）外部電極を形成する

部分以外の成形体の表面に樹脂を印刷し、硬化させて保護層を形成す

る。本実施例では、図４に示すように成形体２の両端部とその周辺を10 

除いた部分に保護層３を形成した。 

【００１８】（置換めっき工程Ｓ１０４）鉄系金属磁性体粉末より

もイオン化傾向の小さい金属イオンを有するめっき浴に成形体２を浸

漬させて、保護層３が形成されている部分以外の成形体２の表面に置

換めっき層を形成する。本実施例では、めっき浴として硫酸銅７０ｇ15 

／Ｌ、硫酸３０ｇ／Ｌからなる溶液を用い、室温にて３０秒間浸漬さ

せた。このとき、成形体の表面に露出するアモルファス系鉄粉とめっ

き浴中の銅イオンとの置換反応は急激に進行する。そのため、短時間

の浸漬で成形体の表面に露出するアモルファス系鉄粉の表面に薄い銅

めっき皮膜が形成される。これによって、その後のめっき処理の成膜20 

効率を高めるとともに、成形体の外部電極を形成する表面に導電性が

付与される。 

【００１９】また、本実施例で用いためっき浴は酸性の溶液だが、

置換めっき処理で用いるめっき浴はそれほど酸の濃度を高くする必要

がない。さらに、めっき浴に長時間浸漬させる必要がないため、成形25 

体に与えるダメージは少ない。なお、本実施例では置換めっき浴にＣ
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ｕイオンを有するめっき浴を用いたが、ＮｉなどのＦｅよりもイオン

化傾向の小さい金属イオンを有するめっき浴であれば成形体の表面に

置換めっき層を形成することができる。 

【００２０】（アルカリ中和、水洗工程Ｓ１０５）置換めっき処理

後、すぐに成形体をリン酸三ナトリウムで中和し、さらに水洗する。5 

置換めっき処理後は、すぐに中和しないと成形体中のアモルファス系

鉄粉が置換めっき液に溶け出してしまい成形体へのダメージが大きく

なってしまう。 

【００２１】（無電解めっき工程Ｓ１０６）中性もしくはアルカリ

性のめっき浴を用いて無電解めっき処理を行って、成形体２の表面の10 

保護層３が形成されていない部分に無電解めっき層を形成する。… 

【００２２】（電気めっき工程Ｓ１０７）強酸性ではないめっき浴

を用いて電気めっき処理を行って、成形体２の表面に電気めっき層を

形成し、本発明のモールドコイルの外部電極を完成させる。本実施例

では、ピロリン酸銅浴（ピロリン酸８０ｇ／Ｌ、銅分３０ｇ／Ｌ、ピ15 

ロリン酸カリウム３００ｇ／Ｌ、アンモニウム４ｍＬ／Ｌ、硝酸カリ

ウム１０ｇ／Ｌ）を建浴し、小型バレルを用いて０．７Ａで１時間電

気めっき処理をした。続いて、アルカリ錫めっき浴（錫酸ナトリウム

１２０ｇ／Ｌ、金属錫５３ｇ／Ｌ、水酸化ナトリウム１２ｇ／Ｌ）を

建浴し、バレルを用いて０．３Ａで３０分電気めっき処理を行って、20 

図５に示すように外部電極４を形成した。 

【００２３】成形体の表面は、置換めっきと無電解めっきによって

外部電極を形成する部分には十分な導電性が付与されている。そのた

め電気めっき処理を行えば、成形体の表面に緻密で厚い密着性の良好

なめっき層が形成される。また、電気めっき処理においては、弱酸性25 

～アルカリ性のめっき浴を用いることができる。これは、電気めっき
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処理においてめっき層の形成速度が置換反応よりも上回るため、成形

体の表面に深刻なダメージを与える前にめっき層を形成することがで

きる。なお、本実施例ではＣｕとＳｎで電気めっき層を形成したが、

これに限ることなく、Ｎｉ、Ｔｉ、Ｗなど必要に応じて適宜選択する

ことができる。また、めっき処理後に必要に応じて中和や洗浄などを5 

行っても良い。 

     ｂ 第２の実施例 

【００２４】…第２の実施例は第１の実施例とは異なり、置換めっ

き処理後に無電解めっき処理を行わずに、電気めっき処理を行って外

部電極を形成する。… 10 

【００２６】（置換めっき工程Ｓ２０４）鉄系金属磁性体粉末より

もイオン化傾向の小さい金属イオンを有するめっき浴に成形体２を浸

漬させて、保護層が形成されている部分以外の成形体の表面に置換め

っき層を形成する。第１の実施例と同様に、めっき浴として硫酸銅７

０ｇ／Ｌ、硫酸３０ｇ／Ｌからなる溶液を用い、室温にて３０秒間浸15 

漬させた。 

【００２７】先にも述べたように、置換めっき処理では成形体の表

面に露出する鉄系金属磁性体粉末の表面に薄い銅めっき皮膜が形成さ

れる。そのため、成形体の表面に露出する鉄系金属磁性体粉末の面積

が大きいほど、成形体の表面に形成される置換めっき層の面積も大き20 

くなる。そして、磁性体モールド樹脂中の鉄系金属磁性体粉末の充填

率が６０Ｖｏｌ％以上、好ましくは７０Ｖｏｌ％以上であれば、成形

体の表面に鉄系金属磁性体粉末の表面が均一且つリッチに露出した状

態となる。本実施例のように磁性体モールド樹脂のアモルファス系鉄

粉の充填率を６０Ｖｏｌ％にすると、成形体の表面にはアモルファス25 

系鉄粉の表面が十分に露出している。そのため、置換めっき処理だけ
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で成形体の外部電極を形成する表面に十分な導電性が付与される。 

【００２８】（アルカリ中和、水洗工程Ｓ２０５）第１の実施例と

同様に、置換めっき処理後、すぐに成形体をリン酸三ナトリウムで中

和し、さらに水洗する。置換めっき処理後は、すぐに中和しないと成

形体中のアモルファス系鉄粉が置換めっき液に溶け出してしまい成形5 

体へのダメージが大きくなってしまう。 

【００２９】（電気めっき工程Ｓ２０７）強酸性ではないめっき浴

を用いて電気めっき処理を行って、成形体の表面に電気めっき層を形

成し、本発明のモールドコイルの外部電極を完成させる。第１の実施

例と同様に、ピロリン酸銅浴（ピロリン酸８０ｇ／Ｌ、銅分３０ｇ／10 

Ｌ、ピロリン酸カリウム３００ｇ／Ｌ、アンモニウム４ｍＬ／Ｌ、硝

酸カリウム１０ｇ／Ｌ）を建浴し、小型バレルを用いて０．７Ａで１

時間電気めっき処理をした。続いて、アルカリ錫めっき浴（錫酸ナト

リウム１２０ｇ／Ｌ、金属錫５３ｇ／Ｌ、水酸化ナトリウム１２ｇ／

Ｌ）を建浴し、バレルを用いて０．３Ａで３０分電気めっき処理を行15 

って、外部電極を形成した。 

【００３０】電気めっき処理によって、成形体の外部電極を形成す

る表面と成形体の表面から露出する空芯コイルの端部の表面に電気め

っき層が形成される。これによって、空芯コイルと電気めっき層は電

気的に接続した状態となる。また、成形体の外部電極を形成する表面20 

は置換めっきによって十分な導電性が付与されており、電気めっき処

理を行えば成形体の表面に緻密で厚い密着性の良好なめっき層が形成

される。 

イ  前記アによれば、甲２４特許発明の技術的意義は次のとおりである。す

なわち、甲２４特許発明は、モールドコイルの製造方法に関する従来技術25 

について、無電解めっき処理によって形成されためっき層の不要な部分を
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除去するために高濃度の酸によるエッチングや機械的剥離を行うことで、

成形体へ大きなダメージを与えるという課題があった（【０００４】ない

し【０００７】）ところ、これを解決するため、特許請求の範囲請求項１

記載の構成を採用することで、成形体の表面の外部電極を形成する部分に

のみ良好な外部めっき電極が形成され、高濃度の酸によるエッチングや機5 

械的剥離によるめっき層の除去を行う必要がなく、成形体にダメージを与

えないとの効果を奏する（【００１０】）。 

⑵ 実施の有無について 

ア 構成要件１Ｄの「第１のめっき電極層」の意義 

構成要件１Ｄは、「該鉄系金属磁性体粉末よりもイオン化傾向が小さい10 

金属イオンを含むめっき浴を用いて置換めっき処理を行って該成形体の

表面の一部に第１のめっき電極層を形成」することを発明特定事項とす

るものである。そして、「めっき」や「置換めっき」の一般的な内容（前

記前提事実⑼）、一般に「電極」が導電性を有する金属等と理解されるこ

と、「めっき電極層」という文言が用いられていること等からすれば、15 

「第１のめっき電極層」とは、鉄系金属磁性体粉末よりイオン化傾向が

小さい金属イオンを含む水溶液に成形体を浸漬して置換めっき処理を行

うことによって成形体の表面の一部に形成される導電性を有するめっき

層を意味するものと理解するのが自然である。 

     このことは、本件明細書に、電気めっき処理は成形体の表面に導電性が20 

ないとめっき層を形成することができないため、樹脂成形体などの表面

に予め無電解めっき処理によってめっき層を形成しておく必要がある

（【０００６】）と記載されていることに加えて、実施例の置換めっき工

程について、①「これによって、その後のめっき処理の成膜効率を高め

るとともに、成形体の外部電極を形成する表面に導電性が付与される。」25 

（【００１８】）、②「置換めっき処理だけで成形体の外部電極を形成する
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表面に十分な導電性が付与される。」（【００２７】）、③「成形体の外部電

極を形成する表面は置換めっきによって十分な導電性が付与されており、

電気めっき処理を行えば成形体の表面に緻密で厚い密着性の良好なめっ

き層が形成される。」（【００３０】）などと記載されていることによって

も裏付けられているということができる。 5 

以上の特許請求の範囲の記載及び本件明細書の文言等によれば、構成要

件１Ｄの「第１のめっき電極層」は、置換めっき処理を行うことによっ

て成形体の表面の一部に形成される導電性を有するめっき層であると解

され、更に「層」という文言や上記のような「第１のめっき電極層」の

技術的意義にも照らせば、一定の広がりを有するものと解するのが相当10 

である。 

イ 被告製品④及び⑤におけるモールドコイルの製造方法の構成要件１Ｄ充

足性 

(ｱ) 前記前提事実⑻（別紙被告方法説明書記載１及び２）のとおり、被

告製品④及び⑤におけるモールドコイルの製造方法は、モールドコイル15 

の外部電極を形成する箇所の表面（コイルのリードを含む。）に、●省

略●、電解めっきを施して外部電極を形成するもの（被告製品⑤）であ

り、鉄系金属磁性体粉末よりもイオン化傾向が小さい金属イオンを含む

めっき浴を用いた置換めっき工程は採用されていない。また、鉄系磁性

体粉末の含有率が６０ｖｏｌ％以上の磁性体モールド樹脂を用いている20 

かは判然としない。 

(ｲ) そこで検討するに、前記前提事実⑼のとおり、電解めっきは、金属

イオンを含む水溶液中に対象物を浸漬（めっき浴）させるめっき処理方

法であり、水溶液中に対象物を浸漬してから電気めっきを開始するまで

の間に、置換めっきの効果によって対象物の表面にめっきが析出される25 

ことがないとはいえない。 
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しかしながら、本件明細書の実施例において、置換めっき工程では、

酸性の溶液（硫酸銅７０ｇ／Ｌ、硫酸３０ｇ／Ｌからなる溶液）が使用

されている（【００１８】、【００１９】、【００２６】）のに対し、電気め

っき工程では、アルカリ中和、水洗工程（【００２０】、【００２８】）を

経て、強酸性でない溶液（ピロリン酸銅浴（ピロリン酸８０ｇ／Ｌ、銅5 

分３０ｇ／Ｌ、ピロリン酸カリウム３００ｇ／Ｌ、アンモニウム４ｍＬ

／Ｌ、硝酸カリウム１０ｇ／Ｌ）及びアルカリ錫めっき浴（錫酸ナトリ

ウム１２０ｇ／Ｌ、金属錫５３ｇ／Ｌ、水酸化ナトリウム１２ｇ／Ｌ））

が使用され（【００２２】、【００２９】）、「電気めっき処理においては、

弱酸性～アルカリ性のめっき浴を用いることができる。」（【００２３】）10 

と記載されているように、置換めっきと電気めっきでは、めっき処理に

適する水溶液の成分やＰｈが異なる（乙８参照）。 

 そうすると、電気めっきに使用される水溶液中に対象物を浸漬したか

らといって、置換めっきの効果が十分に生じるものと直ちにはいえない

ところ、被告製品④及び⑤において使用されるめっき液の構成は、少な15 

くとも、本件明細書に記載された置換めっき工程で使用されるめっき液

とは異なるものである（弁論の全趣旨）。 

また、前記(ｱ)のとおり、被告製品④及び⑤では、●省略●が置換め

っきとは別の方法●省略●で実施されていることからすれば、置換めっ

きの効果によってめっき層が形成されていなくても、電解めっきによっ20 

て外部電極を形成することに支障はないものと考えられる。 

      以上に照らせば、被告製品④及び⑤のモールドコイルの製造方法は、

置換めっきの効果によって成形体の表面の一部に導電性を有するめっき

層が一定の広がりをもって形成されるものと認めるに足りないから、少

なくとも構成要件１Ｄに対応する構成を有していると認めることはでき25 

ない。 
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    (ｳ) これに対し、原告は、電解めっきの前に３０秒程度漬けている間に

置換めっきによる電極層が形成されるから、構成要件１Ｄを充足すると

主張するが、被告製品④及び⑤におけるモールドコイルの製造方法につ

いて、そのように認められないことは前記(ｲ)で認定、説示したとおり

であり、採用することはできない。 5 

⑶ 以上によれば、被告製品④及び⑤におけるモールドコイルの製造方法及び

そのモールドコイルが、構成要件１Ｄ及びこれを引用する同２Ｄ、３Ｃ、４

Ｄ、５Ｂ及び６Ａを充足するとはいえない。 

また、その余の被告製品において甲２４特許発明を実施していることにつ

いての的確な主張立証はない。 10 

 したがって、被告又は村田製作所が、甲２４特許発明を実施していること

を認めることはできない。 

２ 争点２（本件一括譲渡における本件各特許権の譲渡対価）について 

⑴ 前記前提事実、証拠（乙１、３ないし５）及び弁論の全趣旨によれば、以

下の事実が認められる。 15 

   ア 本件一括譲渡は、被告の完全親会社である村田製作所がグループ会社の

保有する知的財産権を一元管理する目的でされたものであり、本件各特

許権を含む合計●省略●の知的財産権を譲渡対象とし、譲渡対価は、第

三者評価機関による免除ロイヤリティ法に基づく評価結果に基づき、４

３億１０００万円と定められた。免除ロイヤリティ法は、インカム・ア20 

プローチの一つであり、知的財産権を保有することにより、仮に当該知

的財産権を保有していない場合に第三者に支払う必要があるロイヤリテ

ィを支払わなくて済むという考え方を前提に、支払わなくて済むロイヤ

リティに基づいて知的財産権の価値を算出する評価方法である。 

イ 本件一括譲渡に係る価値評価において、被告が保有する特許権等につい25 

ての第三者評価機関からの問合せに対する回答で、①実施されている特許
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権及び②特に重要と考える特許技術を列挙しているが、本件各特許権はい

ずれの回答でも挙げられなかった。 

ウ 被告又は村田製作所は、平成２０年１０月２４日（本件各特許の最初の

出願日）以降、本件各特許発明を実施しておらず、そのような予定もない

（前記１）。 5 

⑵ そこで検討するに、本件一括譲渡は、本件各特許権を含む合計●省略●の

知的財産権を対象とするもので、その譲渡対価は免除ロイヤリティ法により

評価されたものである（前記⑴ア）。そして、免除ロイヤリティ法は、知的

財産権を保有していなければ支払う必要があるロイヤリティに基づくもので

あるから（同ア）、実際に実施される知的財産権を基礎とする評価方法とい10 

えるところ、本件各特許発明は、第三者評価機関からの問合せに対する回答

に挙げられておらず（同イ）、また、実施されておらず、実施予定もない

（同ウ）。 

 そうすると、本件各特許権については、多数の知的財産権のうちの１つと

して、その他の権利とともに厳密な検討を経ることなく譲渡の対象とされた15 

ものというべきであり、多数の知的財産権群を構成するものとして初めてそ

の価値を把握され得るものであって、本件一括譲渡の譲渡対価の算定に対す

る特段の寄与を認めるには足りないというべきである。 

したがって、被告が本件各特許権の譲渡対価を得たと評価することはでき

ない。 20 

  ⑶ 原告は、被告が本件各特許権の譲渡対価は特許権１件当たり●省略●を下

らないと主張し、その根拠として、①甲２４特許発明が実施されていること、

②被告の有価証券報告書（甲１１）に本件各特許に関するシリーズ以外は売

上げの上昇が見込めない旨記載されていること、③被告又は村田製作所が本

件各特許の手続費用を負担して移転登録手続がされ、その後も特許料を納付25 

して本件各特許権を維持していることを主張する。 
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しかしながら、①について、甲２４特許発明が実施されていると認められ

ないことは前記１のとおりである。また、②について、被告の有価証券報告

書（甲１１）に本件各特許発明の実施についての言及はなく、本件各特許権

の経済的価値を裏付けるものとはいえない。③について、前記⑴の認定事実

に加えて、原告退職後の事実経過（乙２）等にも照らせば、被告又は村田製5 

作所が、本件各特許権の移転登録手続費用及び特許料を負担していることは、

本件各特許権の経済的価値を表すものとは直ちに認め難く、前記認定を左右

するものとはいえない。 

３ 争点３（本件各特許発明に係る被告実績報奨金又は相当の対価の請求権の有

無及びその額）について 10 

⑴ 被告実績報償金について 

本件一括譲渡は、被告の完全親会社である村田製作所がグループ会社の保

有する知的財産権を一元管理する目的でされたグループ会社間の知的財産権

の一括譲渡であり（前記２⑴ア）、グループ会社外の第三者との関係で売上

げや利益を生じるものではないから、算定基準における評点を基礎付ける売15 

上げや利益（前記前提事実⑸イ(ｲ)(ｳ)）を生じるものではなく、本件規程１

０．１の「第三者」に対する工業所有権の譲渡に該当するものと直ちにはい

えない。 

 この点を措くとしても、前記２のとおり、被告が、本件一括譲渡により本

件各特許権の譲渡の「対価」を得たことは認められないから、この意味から20 

も、本件規程１０．１の支給事由があるということはできない。 

⑵ 相当の対価について 

前記１のとおり、甲２４特許発明の実施は認められず、その余の本件各特

許発明の実施をしていることも認められないこと（弁論の全趣旨）、前記２

のとおり、本件各特許権の譲渡に際して被告が譲渡対価を得たと評価するこ25 

とはできないこと、ほかに被告が本件各特許発明に係る独占の利益を得たこ
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とを示す具体的な事情の主張立証もないことからすれば、被告が、「その発

明により使用者等が受けるべき利益」（特許法３５条５項）を得たとは認め

られず、原告が、本件各特許発明に係る相当の対価の請求権を有すると認め

ることができない。 

⑶ したがって、原告が、被告に対し、本件各特許発明に係る被告実績報奨金5 

及び相当の対価の請求権を有すると認めることはできない。 

４ 争点４（本件アイデアに係る被告実績報奨金又は相当の対価の請求権の有無

及びその額）について 

  ⑴ 原告は、本件規程８．１がアイデアの使用に対する実績報奨金の支給事由

を定めるものであること、アイデアの使用について特許法３５条３項の適用10 

があることを前提に、原告が、被告に対し、本件アイデアに係る被告実績報

奨金又は相当の対価の請求権を有すると主張する。 

  ⑵ しかしながら、前記前提事実⑸アのとおり、本件規程は、発明及び考案の

創作を報奨金の支給対象とする（１．１）ものであり、この発明又は考案に

基づく特許若しくは実用新案登録を受ける権利又は特許権若しくは実用新案15 

権が被告に譲渡される（３．１）のであるから、ここにいう発明及び考案は、

特許や実用新案登録の対象となる完成された技術的思想の創作（特許法２条

１項、実用新案法２条１項参照）を意味することは明らかであって、そのよ

うな発明や考案に当たらないアイデアを含むものとはいえない。 

また、特許法３５条３項が、発明の完成を前提に、当該発明に係る特許を20 

受ける権利の承継がされた場合について、対価の支払を受ける権利を定めた

ものであることは、文言上明らかである。 

 以上によれば、原告の主張は前提を欠くものであって、原告が、本件アイ

デアに係る被告実績報奨金及び相当の対価の請求権を有すると認めることは

できない。 25 

第４ 結論 
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以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないから、これらを棄却するこ

ととして、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第４６部 

 5 

 

裁判長裁判官      髙 橋  彩 

 

 

 10 

裁判官      西 山 芳 樹 

 

 

 

裁判官      瀧 澤 惟 子 15 
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（別紙） 

特許目録 

 

１ 特許番号 特許５２３２５９４（甲１４） 

  出願日 平成２０年１０月２４日（特願２００８－２７４０６７） 5 

  登録日 平成２５年３月２９日 

  発明の名称 モールド成形体 

  発明者 原告 

２ 特許番号 特許５４２２１９１（甲１６） 

出願日 平成２０年１２月１２日（特願２００８－３１６５６７） 10 

登録日 平成２５年１１月２９日 

発明の名称 モールドコイルの製造方法 

発明者 原告 

３ 特許番号 特許５２５６０１０（甲１８） 

出願日 平成２０年１２月１９日（特願２００８－３２３４００） 15 

登録日 平成２５年４月２６日 

発明の名称 モールドコイルの製造方法 

発明者 原告 

４ 特許番号 特許５３２９２０２（甲２０） 

出願日 平成２０年１２月１９日（特願２００８－３２３４０１） 20 

  登録日 平成２５年８月２日 

  発明の名称 モールドコイルの製造方法 

発明者 原告 

５ 特許番号 特許４９６１４４１（甲２２） 

  出願日 平成２１年１月３０日（特願２００９－１９２３２） 25 

  登録日 平成２４年３月３０日 
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  発明の名称 モールドコイルの製造方法 

  発明者 原告 

６ 特許番号 特許４９６１４４５（甲２４） 

出願日 平成２１年２月１３日（特願２００９－３０８３５） 

   登録日 平成２４年３月３０日 5 

   発明の名称 モールドコイルの製造方法およびそのモールドコイル 

   発明者 原告 
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（別紙） 

特許出願目録 

 

１ 特許出願公開番号 特開２００９－９４４２８（甲２８） 

   出願日 平成１９年１０月１２日（特願２００７－２６６１６８） 5 

   発明の名称 高透磁率磁性体モールド成形材料 

   発明者 原告 

 ２ 特許出願公開番号 特開２００９－２６０１１６（甲２９） 

   出願日 平成２０年４月１８日（特願２００８－１０８７９４） 

   発明の名称 モールドコイルおよびモールドコイルの製造方法 10 

   発明者 原告 
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（別紙） 

特許請求の範囲 

 

【請求項１】 

 鉄系金属磁性体粉末と樹脂とを混練した、該鉄系磁性体粉末の含有率が６０5 

ｖｏｌ％以上の磁性体モールド樹脂を用い、 

 巻線からなるコイルを該磁性体モールド樹脂でプラスチック成形法を用いて

封止して成形体とし、 

 該成形体の表面に該コイルの端部を露出させ、 

 該鉄系金属磁性体粉末よりもイオン化傾向が小さい金属イオンを含むめっき10 

浴を用いて置換めっき処理を行って該成形体の表面の一部に第１のめっき電極

層を形成し、 

 該成形体から露出した該コイルの端部と該第１ のめっき電極層の両方と電

気的に接続する第２のめっき電極層を電気めっき処理を行って形成することを

特徴とするモールドコイルの製造方法。 15 

【請求項２】 

 前記置換めっき処理において、 

 あらかじめ前記成形体の表面の所定の位置に保護層を形成し、 

 該保護層の形成されている部分以外の該成形体の表面に前記第１ のめっき

電極層を形成することを特徴とする請求項１に記載のモールドコイルの製造方20 

法。 

【請求項３】 

 前記電気めっき処理において、 

 強酸性ではないめっき浴を用いて前記第２のめっき電極層を形成することを

特徴とする請求項１または請求項２に記載のモールドコイルの製造方法。 25 

【請求項４】 
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 前記置換めっき処理の後に、 

 中性もしくはアルカリ性のめっき浴を用いた無電解めっき処理によって第３

のめっき電極層を形成し、 

 その後前記電気めっき処理をすることを特徴とする請求項１ 乃至請求項３ 

に記載のモールドコイルの製造方法。 5 

【請求項５】 

 前記第１のめっき電極層がＣｕもしくはＮｉを含むことを特徴とする請求項

１乃至請求項４に記載のモールドコイルの製造方法。 

【請求項６】 

 請求項１乃至請求項５に記載のモールドコイルの製造方法を用いて製造され10 

たことを特徴とするモールドコイル。 
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（別紙） 

被告方法説明書 

 

１ 被告製品④ 

（４－１）樹脂と金属磁性体粉末を混錬させた磁性体モールド樹脂でコイルを5 

封止したモールドコイルの製造方法である。 

（４－２）平角線を、●省略●巻回して、コイルを形成する。 

（４－３）●省略● 

（４－４）●省略● 

（４－５）これらを加熱・押圧して、エポキシ樹脂を本硬化させる。 10 

   ●省略● 

（４―６）●省略● 

（４－７）成形したモールドコイルをバレル研磨する。 

（４－８）●省略● 

（４－９）モールドコイルの外部電極を形成する箇所の表面（コイルのリード15 

を含む。）に、●省略●電解めっきにより銅めっきを施し、次いで、電解め

っきによりニッケルめっき、電解めっきによりスズめっきを施して、外部電

極を形成する。 

２ 被告製品⑤ 

（５－１）樹脂と金属磁性体粉末を混錬させた磁性体モールド樹脂でコイルを20 

封止したモールドコイルの製造方法である。 

（５－２）平角線を、●省略●巻回して、コイルを形成する。 

（５－３）●省略● 

（５－４）●省略● 

（５－５）金型のキャビティ内に、●省略● 25 

（５－６）キャビティを加熱するとともに、パンチで押圧して、コイルを埋設
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した磁性体モールド樹脂を硬化・成形する。 

（５－７）成形したモールドコイルをバレル研磨する。 

（５－８）モールドコイルの外部電極を形成する箇所の表面（コイルのリード

を含む。）に、●省略●電解めっきにより銅めっきを施し、次いで、電解め

っきによりニッケルめっき、電解めっきによりスズめっきを施して、外部電5 

極を形成する。 
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（別紙） 

図面目録 

 

【図３】 

 5 

 

【図４】 

 

 

【図５】 10 

 


